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⾲  の年ᗘ別᥇ᢥ件ᩘࢬー࢙ࣇྛ 2

 ᖹᡂ 21年ᗘ ᖹᡂ 22年ᗘ ᖹᡂ 23 年ᗘ 

ᣮᡓ研究 6 1 1 

ඛᑟ研究 14 10 10 

ᐇ用化㛤発 13 10 15 

ᐇド研究 1 1 10 

事๓研究 16 1 11 

合計 50 23 48 

 
 

⾲ 3 ྛᢏ⾡分㔝の年ᗘ別᥇ᢥ件ᩘ 
 ᖹᡂ 21年ᗘ ᖹᡂ 22年ᗘ ᖹᡂ 23 年ᗘ 

⏘業部門 11 11 11 

Ẹ生部門 10 2 13 

㐠㍺部門 2 3 3 

部門ᶓ᩿ 5 4 7 

ヱᙜ↓し 0 1 1 

合計 28 21 35 

 
これらの᥇ᢥテー࣐について、࢙ࣇーࢬやᢏ⾡分㔝と、┬エネルギーຠ果㔞との関ಀ性について

分析を行った。 
 
㸲㸬結論 
 
 ᙜึ、ᢏ⾡分㔝と┬エネルギーຠ果㔞の間には相関関ಀがᏑᅾするという௬ㄝを❧て分析した結

果、一定のഴ向は見られなかった。 
 そこでさらに、┬エネルギーຠ果㔞をᑟき出す指ᶆ㸿に╔目し、分析を行った。これらの分析に

より、これまでᨭを行ってきたᢏ⾡㛤発の、┬エネルギーຠ果㔞のഴ向をᢕᥱするとඹに、新た

なᢏ⾡㛤発テー࣐の᥀り㉳こしにつながる可能性について㏙る。 

㸰㹃㸱㸯�

NEDO 実用化・業化ಁ㐍事業の実用化率向上に向けた 

制度運営に関する୍考ᐹ 

 

 
 （ー・⏘業技術⥲合開発機構（NEDO）ࢠネ࢚ࣝ行ᨻἲ人᪂❧⊃）㘠ὒ┿ۑ

 

 

 
１．はࡌめに 

⊂❧行ᨻἲ人᪂࢚ネࣝࢠー・⏘業技術⥲合開発

機構（NEDO）は、業化・実用化ಁ㐍事業の୍⎔

としてイノベーション実用化開発助成事業を平

成 12 年度から実施し、Ẹ間業に対して、助成

期間後3年以内の実用化を目指す技術開発に助成

金をし、助成期間後 5年間の実用化状況報告

⩏ົを助成事業者にㄢして成果の࢛ࣟࣇーを行

っている。本考ᐹにおいては、助成事業の運営に

関ࢃる」ᩘの観点と助成事業の実用化㐩成状況

を比較検ウすることにより、助成金件ᩘに対

する実用化㐩成件ᩘの割合である実用化㐩成率

（以下、「実用化率」という）の向上⟇について

考ᐹする。なお、本助成事業における「実用化」

とは、㈍ཪはࣛイࢭン࢘ࢫト等によりධが

発生することをゝう。 

 

㸰．業つᶍูの実用化㐩成率について 

助成の対㇟とする業のつᶍを検ウすること

はᨻ⟇・施⟇の検ウにおいて㔜要な要⣲であるた

め、平成 12 年度から平成 19 年度までに採択した

助成事業全356件について業つᶍูに実用化率

を図表 1のとおり計算した。 

ベンࣕࢳー業、中ᑠ業、大業は実用化率

32～34％を㐩成しており、NEDO の➨期中期計⏬

の業化・実用化ಁ㐍事業にಀる実用化率・目標

್が 25％であることを㋃まえると、高い実用化㐩

成状況であるといえる。 

ベン䝏䝱ー
企業

中ᑠ企業 大企業 ㉸大企業

実用化率（％）

34.0%

（33件㻛
97件）

33.3％

（2㻤件㻛
㻤4件）

32.6％

（32件㻛
9㻤件）

23.4％

（1㻤件㻛
77件）

（ベン䝏䝱ー企業）䚷䠖助成金申請時点で設立10年以内
（中ᑠ企業）䚷䠖助成金申請時点で設立10年以ୖの中ᑠ企業
（大企業）䚷䠖㈨ᮏ金300൨以ୗ
（㉸大企業）䚷䠖㈨ᮏ金300൨以ୖ

図表1. 㻴12䡚㻴19年度に採択した助成事業356件に㛵する
実用化率

 

୍᪉、㉸大業は 23�4％であり、の 3つの

業つᶍࣝࢢーࣉと比較すると 10％⛬度低い。この

ཎᅉを考ᐹするために、平成 14 年度から平成 16

年度までに採択した助成事業 135 件について、以

下のᩚ⌮を行った。後㏙の「ḟୡ௦ᡓ␎技術」ᯟ

およࡧ事後評価ᮍ実施案件は対㇟外とした。なお、

平成 1� 年度以㝆の公募においては、㉸大業は

助成後 5 年以内に実用化ྍ能な技術開発を行う

「ḟୡ௦ᡓ␎技術」ᯟだけを応募ྍ能としている。 

1）業つᶍࡈとに採択ᑂ査・平ᆒ点ཬࡧ事後評

価・平ᆒ点を、図表 2のとおり算出した。 

2）助成期間後 5 年間に実用化ᮍ㐩成である事業

の状況について、図表 3 のとおり、「技術開発

済み、事業化準備中」、「技術開発を継続中」、「中

止」にศ㢮した。なお、「技術開発済み、事業

化準備中」については、ල体的には、≉ᐃ市場

に向けて事業化準備中、ᙜึணᐃしていた市場

ではない᪂たな市場を᥈⣴中、ᙜึᐃしてい

た市場の❧上が㐜いためのᚅち状ែ等がある。 

3）助成期間終了後５年以内に実用化できなかっ

た⌮⏤について、NEDO 評価部の㏣㊧調査による

㠀実施・中止要ᅉを参考にして、図表 4のとお

りศ㢮した。2�と 3�は実用化状況報告書ཬࡧ平

成 21 年度委託調査におけるンࢣート調査⤖

果をもとにしている。 

㉸大業は事後評価・平ᆒ点が 5�92 点とに

ศ㢮される業⩌よりも1点⛬度高いのにもかか

らず、「技術開発済み、事業化準備中」にあるࢃ

事業の割合が 45�5％と㠀ᖖに高いため、この業

⩌は事業化判断に㠀ᖖにៅ㔜であると考えられ

る。 

ベン䝏䝱ー
企業

中ᑠ企業 大企業 ㉸大企業

ᥦ案審査
平ᆒ点

206 215 205 20㻤

事後評価
平ᆒ点

4.96 5.12 5.44 5.92

䈜ᥦ案審査は300点‶点、事後評価は㻤点‶点

図表2. 㻴14䡚㻴16年度に採択した助成事業135件に㛵する
ᥦ案審査・平ᆒ点、事後評価・平ᆒ点
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ベン䝏䝱ー企業

中ᑠ企業

大企業

㉸大企業

図表3͘�企業つᶍ䛤との助成事業終了5年⤒㐣後の≧ἣ

実用化

㐩成

技術開発済み、事業化準備中 技術開発を継続中 中止

 

技術的ㄢ
㢟のඞ᭹
ᅔ㞴

䝁䝇トၥ㢟
䝴ー䝄ー
䝙ーズとの
不୍⮴

市場の変
化・見込
み㐪い

ಽ⏘・᧔
㏥等

ベン䝏䝱ー企業 13件 3件 2件 2件 7件
中ᑠ企業 㻤件 2件 0件 3件 0件
大企業 12件 9件 6件 6件 3件
㉸大企業 19件 12件 2件 16件 1件

䈜各事業䛤とに」ᩘの要ᅉあり

図表4. 助成期間終了後5年以内に実用化で䛝な䛛った⌮⏤

 
また、㉸大業は助成期間終了後５年以内に実

用化できなかった⌮⏤について、技術的ㄢ㢟のඞ

᭹ᅔ㞴ཬࢫࢥࡧトၥ㢟をᣲࡆる事業者がከいの

で、開発要⣲が比較的ከいテーマにྲྀり⤌ࢇでい

ることがࢃかる。また、ከくの㉸大業は、市場

の変化・見込み㐪いをཎᅉにᣲࡆており、技術開

発済みであるが᪂つ市場の❧上ᚅちというが

」ᩘある。また、㉸大業は技術開発を継続中で

ある割合が 15�9％と高く、加えて、中止している

割合は 13�6％と᭱も低いので助成事業の継続性

は᭱も高い。以上より、㉸大業は、の業つ

ᶍ⩌と比較すると、開発要⣲がከいࣁイࣜࢫクな

テーマを申請していると考えられる。㉸大業の

実用化率を高める୍᪉⟇としては、◊✲開発関㐃

部㛛だけではなく業の経営㝕ཬࡧ事業部のᙉ

い࣑ࢥットメントを採択時にᘬき出し、加えて、

助成期間後3年以内の実用化のྍ能性を技術開発

要⣲やᐃ市場の❧上の観点から୍ᒙ⢭査する

ことが考えられる。 

 

㸱．提案ᑂ査ཬࡧ事後評価と実用化状況の関ಀ 

 ベンࣕࢳー業ཬࡧ中ᑠ業の実用化率向上

⟇を検ウするために、まずは、平成 14 年度から

平成 16 年度に採択した 135 件について、「㉸大

業と大業」、「ベンࣕࢳー業と中ᑠ業」の㸰

つのࣝࢢーࣉにศけて、実用化状況と提案ᑂ査点

ཬࡧ事後評価点の┦関ಀᩘを図表5のとおり計算

した。「㉸大業と大業」についての┦関は見

られないが、「ベンࣕࢳー業と中ᑠ業」につ

いては、┦関があるといえるᩘ್ではないものの

提案ᑂ査点に関する┦関ಀᩘがマイࢫࢼの್を

♧し、また、事後評価点についてはᙅい┦関が見

られる。 

 「ベンࣕࢳー業と中ᑠ業」に㝈らず、「大

業と㉸大業」においてもྠᵝであるが、提案

ᑂ査⤖果と実用化状況には⥲ࡌて┦関がないこ

とがࢃかる。NEDO の業化・実用化ಁ㐍事業は、

実用化のಁ㐍とともに、᪂つ性が高い◊✲開発を

ಁ㐍するᙺ割をもᢸっており、ࣞࣕࢳンジンࢢな

開発要⣲を含ࡴ助成事業の提案ᑂ査・技術点は高

くなるが、⤖果として、それらの採択事業は NEDO

が採択することによりࣜࢫクをᢸったものの、実

用化に⤖ࡧつかなかったとゝえる。また、NEDO は

提案ᑂ査点が低い案件であってもࣜࢫクをᢸい

採択し、それら事業を᥎㐍して、᭱終的に実用化

に⤖ࡧつけることができたといえる。 

ᥦ案審査・
技術点

ᥦ案審査・
事業化点

事後評価・
技術点

事後評価・
事業化点

㉸大・大企業（79件） 0.161 0.12㻤 0.152 0.111
中ᑠ・ベン䝏䝱ー（56件） 0.034 -0.206 0.234 0.196

図表5. 実用化≧ἣとᥦ案審査・事後評価の┦㛵ಀᩘ
（㻴14䡚㻴16年度採択の135事業）

䈜実用化は3点、事業化準備中・技術開発継続中は2点、中止は1点
として、ᥦ案審査と事後評価の点ᩘとの間で┦㛵ಀᩘを⟬出した。  
 また、事後評価点については実用化状況との間

でᙅい┦関が確認された。これを᭦に῝᥀りする

ため、調査対㇟を平成 12 年度から平成 19 年度に

採択した「㉸大業と大業」1�3 件と「ベンࢳ

ࣕー業と中ᑠ業」150 件について、図表

6-1�6-2 に実用化状況と事後評価点の関ಀにಀる

ᩓᕸ図をస成した。図表中の「㡰調」とは、技術

点と事業化点はともに � 点‶点であり、この技術

点と事業化点がともに � 点以上のことをいう。 
この「㡰調」であることの「ベンࣕࢳー業と

中ᑠ業」にとっての意を考ᐹするために、図

表 �に事後評価⤖果が「㡰調」と評価された案件

等の実用化状況をᩚ⌮した。 

 

0͘00�

1͘00�

2͘00�

3͘00�

4͘00�

0͘00� 1͘00� 2͘00� 3͘00� 4͘00�

事
後
評
価
・
事
業
化
点

事後評価・技術点

図表6Ͳ1͘�中ᑠ・ベン䝏䝱ー

企業における事後評価点

と実用化≧ἣの比較

実用化㐩成

ᮍ㐩成

0͘00�

1͘00�

2͘00�

3͘00�

4͘00�

0͘00� 1͘00� 2͘00� 3͘00� 4͘00�

事
後
評
価
・
事
業
化
点

事後評価・技術点

図表6Ͳ2͘�㉸大・大企業

における事後評価点

と実用化≧ἣの比較

実用化㐩成

ᮍ㐩成

 

�㡰ㄪࠖᅪෆࠕ�㡰ㄪࠖᅪෆࠕ

�㡰ㄪࠖᅪෆࠕ



― 591―

事後評価で「㡰ㄪ」と評価䛥䜜た110件の実用化率
＝䚷47件／110件䚷＝䚷42.7％

事後評価で「不合᱁」と評価䛥䜜た40件の実用化率
＝䚷㻤件／40件䚷＝䚷20％

事後評価で「㡰ㄪ」と評価䛥䜜た161件の実用化率
＝䚷49件／161件䚷＝䚷30.4％

事後評価で「不合᱁」と評価䛥䜜た12件の実用化率
＝䚷1件／12件䚷＝䚷㻤.3％

中ᑠ企業・ベン
䝏䝱ー（150件）

図表7. 事後評価⤖果䛜「㡰ㄪ」と評価䛥䜜た案件の実用化≧ἣ
（㻴12䡚㻴19年度採択の323事業）

䈜中断等により事後評価を実施していない案件、事業後5年以内の実用化
を目指すḟୡ௦技術ᡓ␎ᯟは対㇟እとした。

㉸大・大企業
（173件）

 
「ベンࣕࢳー業と中ᑠ業」は、事後評価で

「㡰調」であった 110 件のうち 4� 件が実用化を

㐩成しており、その割合は 42��％に㐩している。 

「㉸大業と大業」は事後評価⤖果が「㡰調」

と評価された案件の実用化割合は 30�4％である

が、この「㡰調」案件の実用化率が「ベンࣕࢳー

業と中ᑠ業」の実用化率よりも 10％以上も低

いことは、๓㏙した㉸大業の事業化判断のៅ㔜

さにも要ᅉがあるのではないかと考えられる。 

以上より、「ベンࣕࢳー業と中ᑠ業」は事

後評価⤖果が「㡰調」である場合には、その後の

実用化㐩成のྍ能性が୍ᒙ高まると考えられる。

ベンࣕࢳー業・中ᑠ業の実用化率向上⟇は、

助成事業期間中に NEDO ⫋ဨによる助成事業者の

技術開発㠃の㐍ᤖ⟶⌮や┦ㄯ対応をより効果的

に行うとともに、NEDO ⫋ဨཬࡧ技術経営のᑓ㛛ᐙ

によるࣁン࢜ࢬンᨭをより事業者のࢽーࢬに

あったᙧで積ᴟ的に行うことにより、事後評価に

おいて୍件でもከくの助成事業を「㡰調」に฿㐩

させることが助成事業の実用化のྍ能性を高め、

⤖果として、実用化率の向上につながるものと考

えられる。ただし、図表 �のデータにあるとおり、

「ベンࣕࢳー業と中ᑠ業」は事後評価で「ࠗ 㡰

調࠘ではない」と評価された場合においても実用

化を㐩成している割合が 20％と高いので、この場

合においても実用化のྍ能性がṧされているこ

とに留意する必要がある。 

 

㸲．公募に関ࢃる運営要⣲と実用化状況の関ಀ 

テーマを公募する事業の運営においては、ዴఱ

にᗈく公募情報を࿘▱し、Ⰻ㉁な案件の応募をಁ

し採択するのかという点が、実用化率にᙳ㡪をཬ

すものと考えられる。実用化率向上につながるࡰ

効率的・効果的な公募運営について検ウするため

に、平成 12 年度～平成 19 年度の全 16 ᅇの公募

における運営要⣲とその後の実用化ᩘ・実用化率

の┦関ಀᩘを図表 �のとおり算出した。 

応募件ᩘと実用化件ᩘの┦関ಀᩘが0��49とな

り、୧者にはかなりᙉい┦関があることがࢃかっ

た。୧者の関ಀをࣇࣛࢢ化した図表9-1を見ると、

どぬ的にも┦関がᙉいことは᫂らかである。この

ことから、応募者がከᩘになれࡤなるにその

中に含まれるⰋ㉁案件のᩘも増えていると考え

られ、実用化件ᩘを高めるためには公募時に応募

件ᩘを増やすためのྲྀ⤌がồめられる。 

実用化件ᩘ（件） 実用化率（％）
応ເ件ᩘ（件） 0.749 -0.091
採択件ᩘ（件） 0.71㻤 -0.315
採択ಸ率（ಸ） 0.1㻤5 0.473
予⟬額（件） 0.503 -0.276

図表㻤. බເに㛵䜟る運営要⣲とその後の実用化ᩘ・実用化≧
ἣの┦㛵ಀᩘ（平成12年度䡚平成19年度の全16回のබເ）

 
 

また、採択ಸ率と実用化率の┦関ಀᩘは 0�4�3

であり、୧者には中⛬度の┦関があることがࢃか

る。୧者の関ಀをࣇࣛࢢ化した図表9-2を見ると、

その┦関があることがさらに確認できる。応募者

ᩘを増やす意⩏については๓㏙したが、ここにお

いても、実用化率を向上させるためには、応募ಸ

率に┤⤖する「応募者ᩘ」を増やすためのྛ✀ྲྀ

り⤌みを行うこと、それに加えて、提案ᑂ査時の

㑅ᢤ効果を高めて㑅りすࡄりのⰋ㉁案件を採択

していくことが必要であࢁう。 

ただし、㔜要な留意点としては、平成 15 年度

のࣆࢫンࣇ࢜・大Ꮫ発公募ᯟにおいてはಸ率 10�0

ಸ（�0 件応募、� 件採択）に㐩しており、また、

平成 19 年度採択においてはಸ率 ��3 ಸ（141 件応

募、1� 件採択）と全 16 ᅇの公募のなかでこの㸰

ᅇの応募ಸ率が㠀ᖖに高くなっており、公的助成

金を運営する❧場としては、ከᩘの不採択となっ

た応募者の㈇ᢸにもつながることも㋃まえて、採

択ಸ率の㐺ṇ化に㓄៖した運営をしていくこと

もồめられるであࢁう。 
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５．事業期間の延長と中断の効果について 

 本制度においては、事業実施中のテーマを技

術・事業化の観点から評価を実施し、技術や市場

の情勢変化への対応等を目的とした１年間延

長・開発費増額による開発加速、事業期間途中に

おける中断を行っており、「延長」と「中断」の

それぞれの制度運営における効果を検証する。検

証に用いるデータは図表 10-1～3 に記載した。 

 事業期間の1年間延長による開発加速について、

その効果を検証するために実用化率を見ていく。

「延長」案件の実用化率は 24％であり、イノベー

ション実用化開発助成事業全体の実用化率より

も低いが、「技術開発済み、事業化準備中」、「技

術開発継続中」の案件を含めて実用化・継続の割

合を計算すると 69％となり、高い継続性が確認で

きる。なお、「延長」を申請した者のうち不採択

となり助成期間を 2年間で終えた事業者 4件のう

ち、3 件は助成期間後 5 年経過した時点では「開

発中止し、実用化断念」となっている。 

 また、「延長」案件は、NEDO 事業による社内へ

の効果である「技術蓄積」「人材育成」「外部との

ネットワーク構築」等が「効果あり」とする割合

が比較的高いので、「延長」を行うことにより、

開発テーマ以外の派生的な効果が大きく出てい

ると考えられる。 

 したがって、事業期間の 1年間延長・開発費増

額による開発加速の効果は高いといえる。ただし、

制度全体と比べると「延長」案件は助成期間終了

後に成果を実用化するまでに比較的、長期間を要

する傾向があることに留意する必要がある。 

 また、事業期間途中における中断については、

中断しない案件の実用化率が 21％であるのに対

して、中間評価により「中断」した案件の実用化

率が７％であるため、中間評価をすることにより、

「実用化の見込み有り」と評価された助成事業だ

けを中断せずに継続判断を下すマネジメントは

うまく機能しているといえる。 

 以上より、1 年間延長・開発費増額による開発

加速、事業期間途中における中断のそれぞれの運

営は、制度全体の費用対効果を高めるマネジメン

トとして効果的であるといえる。

事業期間の１年間延長による開発加速 事業期間途中における中断

制度の狙い
・イノベーション実用化開発助成事業
・企業における技術開発に対する助成事業。事業期間は２年間
であり、事業終了後3年以内の実用化を目指す。

・大学発事業創出実用化研究開発事業
・技術シーズを有する大学と実用化を担う企業による共同開発
に対する助成事業。事業期間は3年間（平成19年度以前は1年
間ないしは2年間での申請も可とした）であり、事業終了後3年以
内の実用化を目指す。

マネジメント

・平成14年度、平成15年度採択事業については、技術や市場
の情勢変化への対応等を目的とし、必要に応じて、開発助成金
の増額を含む事業期間の１年間延長による開発加速を行う。
・延長は助成先企業の任意。NEDOは「延長」申請者の技術面・
事業化面の審査を行い、延長可否の判断を行う。

・大学発の技術シーズを実用化するためには長期の開発期間を
要するので開発期間を3年間と設定した（平成19年度以前は1年
間ないしは2年間での申請も可）。
・3年間のうち2年間開発を行った時点で、全テーマの技術面・事
業化面の中間評価をすることにより、その後見込みのあるテー
マは継続し、見込みの無いテーマは中断の判断を行う。

図表10-1. 延長による加速、事業期間中における中断をおこなった各制度の運営について

 
 

事業期間の１年間延長による開発加速

実用化率 24%
（「延長」案件の実用化率）＝（実用化３件）／
（全１３件）＝２４％

実用化・継続
している案件
の割合

69%

「技術は確立済であり事業化準備中」、「現在、
技術開発継続中。将来、実用化予定」とする案

件を含めると、

（実用化・継続している案件の割合）＝（実用化３

件・継続６件）／（全１３件）＝６９％

その他

事業期間途中における中断

３年間実施
・実用化率

21%
（３年間実施した案件の実用化率）＝（実用化２
０件）／（全９６件）＝２１％

２年目中断
・実用化率

7%
（中間評価により「中断」した案件の実用化率）＝
（実用化１件）／（全１４件）＝７％

「延長」申請者のうち不採択となり助成期間を２年間で終えた事
業者４件のうち、３件は「開発を中止し、実用化を断念した」、１件

は「技術は確立済みであり事業化準備中」。

図表10-2. 延長による加速、事業期間中における中断の効果
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